
市町村財政比較分析表(平成17 年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性 公債費負担の健全度
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人件費・物件費等の適正度	 給与水準の適正度 （ 国との比較） 定員管理の適正度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし

　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。


分析欄
１． 財政力指数 ５． 人口１人当たり地方債現在高
　市民税、固定資産税の担税力が強く類似団体平均を上回る税収があるため、1. 07となっているが、今後は少子高齢化の進展など 　市債発行の抑制により、平成15年度をピークに市債現在高は減少しており、類似団体平均を下回っている。今後も大型投資事業
による税収の減少や社会保障関連経費の増加が見込まれることから、引き続き歳入の確保と歳出の見直しによる財政基盤の強化に を適切に取捨選択するなどして新規発行債を抑制し、財政の健全化を図る。
努める。 ６． 実質公債費比率
２． 経常収支比率 　近年の投資的事業に係る市債償還等に伴い上昇し、類似団体平均を上回っているが、償還額は平成17年度をピークに減少に転ずる
　公債費、扶助費等が増加したものの、退職者数の減による退職手当の減少などにより97. 2％となったが、類似団体平均を上回って 見込みである。今後も緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債に過度に依存しない財政運営に努める。
いることから、集中改革プランに基づき経常経費の削減に努める。 ７． 人口１，０００人当たり職員数
３． 人口１人当たり人件費・物件費等決算額 　平成8年度以降、職員定員適正化計画に基づき、平成17年度まで職員数の削減（9年間で15. 6％）に努めてきたが、新たに集中改革プ
　図書館等の公共施設を多く設置するなど充実した公共サービスを提供しているため、類似団体平均を上回っている。今後も民間委 ランに基づき、平成17年度の職員数を基準に、平成22年度までに100名（6.6％）の削減に取り組む。
託を進めるなどして、サービスの質を維持しつつもコストの削減に努める。
４． ラスパイレス指数
平成12年度から、給与カット、人勧に基づくマイナス改定等による給与適正策を実施し、さらに平成18年度には全職員の給料月額
を3％カットする等の施策により、類似団体平均及び国水準を下回った。引き続き、総人件費の抑制と併せて給与水準の適正化に努
める。


